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平成２９年度事業報告 

 

一般社団法人 札幌建設業協会 

 

北海道の経済も設備投資が堅調に推移し、好調なインバウンドにも支えられ

て、景気は緩やかに回復しつつある。国や道などの公共投資においては、災害

投資関連の減少が見込まれるものの、平成２９年度北海道開発事業費が補正予

算により一定額確保されるとともに、平成３０年度の当初予算も６年連続増加

となっている。しかしながら、建設業が地域の安全・安心を守り、地域経済の

一翼を担っていくためには、将来を見通せる公共事業予算を継続的に確保し、

安定した経営基盤を築いていくことが大変重要である。 

 

こうした中で、全国各地で大規模な災害が続いており、特に、一昨年本道を

襲った連続台風による被害は記憶に新しいところであり、その後、関係者が一

丸となって復旧・復興に努め、昨年秋には国道２７４号線の日勝峠が開通する

ことができ、地域の安全・安心を守る建設業の役割が広く再認識されるととも

に、社会資本整備や地方創生の担い手としての重要性も理解されているところ

であり、BCP などによる災害時の迅速な対応とともに社会基盤を支える「強いま

ちづくりや地域づくり」を進めていくことが必要である。 

 

一方、技術者や技能者の高齢化が進み、担い手の確保は、建設業にとっても、

国や自治体にとっても、引き続き重要な課題であることから、関係機関と連携

して経営基盤を強化し、将来的な見通しをもって労働環境の改善や人材育成に

取り組んでいく必要がある。特に、長時間労働の削減や週休二日制の導入など

働き方改革の取組も加速しており、積雪寒冷地という厳しい環境にあるものの、 

改革の実現に向けて適切に対応していかなければならない。 

 

また、ICT や IoT などの先進技術を導入するなど生産性の向上に向けた取組に

も積極的な対応が必要である。 

 

こうした社会や経済情勢の下で、本協会においては、平成２９年度事業計画

に基づいて、次のとおり事業活動を執行したので報告する。 
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１．公共事業予算確保及び建設業の経営安定化に係る取組み 

（１） 北海道開発予算の増額確保等を求めて、（一社）北海道建設業協会と連

携し、国や道などの関係機関へ要望・要請活動を行った。特に、１０月

に開催された国交省及び全建主催の地域懇談会では、「生産性の向上や円

滑な工事施工」とともに「建設業の担い手対策」について強く要請を行

った。 

 

（２） 品確法の円滑な運用に向けて、工事施工の効率化や総合評価方式をは

じめとする入札・契約制度の改善などについて、会員からのアンケート

結果をもとに、北海道開発局、札幌開発建設部、北海道建設部、札幌建

設管理部、札幌市との意見交換を頻繁に開催するなどして、会員の受注

確保と経営の安定化について要望・要請を行った。 

 

（３） 札幌市と土木・建築の両分野で実務的な取り組みを進めるため、円滑

な工事施工と公共工事の品質確保に向けた事項について、それぞれワー

キングにおいて意見交換を重ね、４月及び１１月に市幹部職員との定期

的な協議を行うとともに、札幌市に対する要望書をとりまとめ、札幌市

及び市議会主要会派に平成３０年度予算編成に向けた要望を行った。 

 

２．人材の確保・育成及び建設業のイメージアップに係る取組み 

（１）  建設産業専門団体北海道地区連合会（建専連）や札幌商工会議所との

連携会議を開催し、現状や課題の共有を図るとともに、札幌工業高校２

年生の土木科・建築科を対象に専門工事業の仕事の解説、実体験を取り

入れた現場見学会や北海学園大学や北海道科学大学２年生を対象とした

現場見学会も開催するなどして、若年者の入職促進についての取組みを

推進した。 

 

（２） 会員企業における新入社員等の育成・定着や中堅職員の経営・技術の

研鑽を図るために、新入社員合同研修会及び現場代理人等合同研修会を

開催した。また、建設業振興基金を活用し、「広報担当者向け研修会」や

「新入職員の指導者向けの研修会」も昨年度に引き続き実施した。 

 

（３） 建設業のイメージアップを図るために、（一社）北海道建設業協会、建

専連、北海道商工会議所連合会などと共同で、ＰＲ漫画「ただ今工事中！

（施工管理編）」を制作し、ＨＰなどで広く発信した。また、平成３０年

1月に道が主催する「建設産業ふれあい展」にも参加し、パネルによるＰ

Ｒ、３Ｄによる現場の安全管理など建設業の積極的な広報と情報発信を

行った。 
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３．建設技術の向上、雇用環境の改善などに係る取組み 

（１） ＩＣＴなどを活用した i-コンストラクションの技術セミナーを北海道

開発局や（一社）北海道建設業協会とともに開催するとともに、平成 

３０年２月には、広報企画委員会と土木委員会の共同事業として、ICT

や CIM に関する先進技術調査を関東地域において行い、その結果をホー

ムページなどで会員に情報提供した。また、平成２９年１０月に、新桂

沢ダム堤体工事および清田通道路新設工事の現場見学会を開催し、３２

名が土木技術の研鑽を行った。 

 

（２）  平成２９年１０月に、労務委員会と建築委員会の合同で、「札幌創世

1.1.1 区北 1 西 1 地区新築工事」の建築工事における現場見学会を行い、

併せて安全管理パトロールを実施した。 

 

（３）  平成２９年１０月に、公共事業労務費調査の適正な対応のための相談

会を開催した。 

 

４．ＣＳＲ・コンプライアンス及び社会貢献活動に関する取組み 

（１）  平成２９年６月に開催された札幌建設管理部による防災訓練（実働、

机上）に参加（地区幹事社：２０社）するとともに、平成２９年３月 

２４日に札幌市と締結した「大規模災害時における札幌市土木施設等の

応急対策業務に関する協定書」を踏まえ、札幌市との合同で災害時通信

訓練を実施した。 

 

（２）  ＢＣＰを策定した企業及び今後策定する企業を対象に、平成２９年 

１０月に、ＢＣＰの意義や的確な運用、高度化に理解を深めるために、「Ｂ

ＣＰステップアップセミナー」を開催するとともに、ＢＣＰ策定企業を

中心に合同の安否確認訓練を６月及び１２月に実施した。 

 

（３）  行動宣言２０１６に基づき、平成２８年度に活動した事例を５部門ご

とに行動宣言実践集としてとりまとめ、「総括版（A-4, 8 頁）」及び「概

要版（A-3, 3 頁）」を協会ホームページで情報発信した。  

 

（４）  創立百周年を記念して定めた「札建協の日（５月３０日）」に、札幌商

工会議所と連携して、道庁赤レンガ前庭、大通り公園、時計台、北海道建

設会館の周辺において会員企業１４８名（３７社）が参加して、クリーン

アップ事業を実施した。また、「レンガに刻む私のまち事業」などについ

て、全国建設業協会の社会貢献功労者表彰並びに札幌商工会議所の CSR

経営表彰をそれぞれ受賞した。 
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（５）  北海道開発局が、毎年１０月に主催する「公共建築の日」フェスティ

バルに参加し、子供達の参加プログラム「フェスティバル in モエレ」に、

資材などの提供や人的応援などの協力を行った。 

 

５．暴力追放及び交通安全に係る取組み 

（１） 北海道暴力追放センターと連携し、平成２９年１０月に「暴力追放総

決起集会」に７２名（４３社）が参加するとともに、その大会において

当協会は暴力追放功労表彰を受賞した。また、不当要求等に関する会員

アンケートを実施するとともに、１２月には、総務委員会と交通安全・

暴力対策委員会の合同による講習会を開催し、道警本部調査官による「建

設業の交通事故の実態」及び札幌弁護士会による「反社会勢力への対応」

などについて、３２社７７名に対し、わかりやすい情報提供を行った。 

 

（２）  平成２９年９月に開催された、第３５回建設産業交通安全全道大会に

参加（１９１名）するとともに、平成２９年７月、西区八軒中央連合町

内会などと連携し、春の街頭啓発を実施した。（４５社１１５名参加） 

 また、９月には、南区真駒内地区連合会などと連携し秋の街頭啓発を実施

した。（４７社１１２名参加） 

 

６．その他の取組 

（１）  毎月１～２回「札建協だより」をメール形式で発行し、協会の活動状

況などを会員企業に対し適宜報告するとともに、会員企業向けサイトを新

たに設けるなどホームページを大幅に改訂して、迅速にわかりやすい形で、

情報発信・情報提供した。 

 

（２）  札幌建設業協会会長表彰など会員企業の役員・職員の功績を称えると 

ともに、総会懇親会や新年交歓会などを開催し、官公署をはじめ関係団体、 

会員同士の活発な交流を図った。 

 

（３）  総務委員会に経営安定化部会と会員拡大部会を設置し、中長期的な視

点にたって、協会における事業運営を安定的に行っていくための検討を

行い、平成２９年度末に「財政運営に関する検討報告書（中間とりまと

め）」を作成し、徹底した支出削減と財源対策を引き続き行っていくこと

とした。 

 

（４）  ８月２６日に真駒内CCにおいて、盲導犬協会へのチャリティも兼ねて、

ゴルフ親睦会(SKK 会)を８年ぶりに開催し、２６社５５名の参加を得て相

互交流と親睦を図った。 



 

 

 

 

報告 第２号 

 

公益目的支出計画実施報告について 

 

＜添付資料＞ 

      ①公益目的支出計画実施報告書 

      ②正味財産増減計算書（事業別区分経理の内訳表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1. 平成29年度（平成29年４月１日から平成30年３月３１日まで）の概要

円 円 円

１．公益目的財産額 円

２．当該事業年度の公益目的収支差額（①＋②－③） 円

①前事業年度末日の公益目的収支差額 円

②当該事業年度の公益目的支出の額 円

円

円

円

円

円

円

③当該事業年度の実施事業収入の額 円

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額 円

2. 公益目的支出計画の状況

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

（備考）

公益目的支出計画実施報告書に関する監査報告

231,806,337

38,324,005

継１ 人 材 育 成 ・ 研 修 事 業 6,177,805

0

公益目的支出計画実施報告書

平成29年度公益目的収支差額
計画 実績 差異 備考

継２ 相 談 ・ 指 導 ・ 啓 発 事 業 5,838,474

35,210,000 36,676,015 1,466,015

518,045,301

268,482,352

執行率 104.2%

前事業年度 当該事業年度 翌事業年度

継３ 調 査 ・ 研 究 事 業 478,536

継４ 防 災 ・ 安 全 ・ 福 祉 事 業 1,051,726

共通 共 通 24,777,464

1,647,990

249,562,949

寄1 特 定 寄 付

実績 計画

518,045,301

公益目的収支差額 255,670,000 231,806,337 290,880,000 268,482,352 326,090,000

公益目的財産額 518,045,301 518,045,301 518,045,301 518,045,301

（備考）

公益目的支出計画の
完了予定事業年度の末日

平成30年4月10日 ㊞

平成29年度の公益目的支出については正当に処理されていることを確認しました。

監事

監事

江野　英嗣

神戸　俊昭

（移行時）

㊞

（今回）

平成37年3月31日

当初計画に変更なし

191,955,301

1,260,000

公益目的支出の額 47,710,000 40,203,057 36,470,000 38,324,005 36,470,000

実施事業収入の額 1,260,000

公益目的財産残額 262,375,301 286,238,964

901,088 1,260,000 1,647,990

227,165,301 249,562,949

計画 実績 計画



継１ 継２ 継３ 継４ 他１ 管１

1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,000,000 2,000,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 58,450,000 58,450,000

1,647,990 0 0 0 0 0 1,647,990 4,561,538 0 0 4,561,538 0 6,209,528

0 0 0 0 0 0 0 1,000,000 0 0 1,000,000 10,850,000 11,850,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,964,066 1,964,066

1,647,990 0 0 0 0 0 1,647,990 5,561,538 0 0 5,561,538 73,264,066 80,473,594

6,177,805 5,838,474 478,536 1,051,726 0 24,777,464 38,324,005 17,168,109 0 13,195,926 30,364,035 68,688,040

役 員 報 酬 0 0 0 0 0 3,554,000 3,554,000 0 0 2,132,400 2,132,400 5,686,400

給 与 手 当 0 0 0 0 0 10,205,013 10,205,013 0 0 4,663,042 4,663,042 14,868,055

退 職 給 付 費 用 0 0 0 0 0 992,496 992,496 0 0 543,306 543,306 1,535,802

法 定 福 利 費 0 0 0 0 0 2,174,763 2,174,763 0 0 1,146,495 1,146,495 3,321,258

会 議 費 1,406,238 147,072 0 190,640 0 0 1,743,950 408,656 0 0 408,656 2,152,606

旅 費 交 通 費 1,545,550 0 120,380 123,000 0 0 1,788,930 0 0 0 0 1,788,930

通 信 運 搬 費 0 349,261 0 54,000 0 369,515 772,776 0 0 221,700 221,700 994,476

消 耗 品 費 97,862 303,536 0 149,256 0 397,153 947,807 0 0 238,283 238,283 1,186,090

印 刷 製 本 費 259,804 895,752 0 88,830 0 0 1,244,386 690,778 0 0 690,778 1,935,164

光 熱 水 料 費 0 0 0 0 0 1,196,146 1,196,146 0 0 717,674 717,674 1,913,820

賃 借 料 17,021 0 0 0 0 5,293,298 5,310,319 0 0 3,175,978 3,175,978 8,486,297

清 掃 管 理 費 0 0 0 0 0 595,080 595,080 0 0 357,048 357,048 952,128

諸 謝 金 1,472,170 35,073 0 0 0 0 1,507,243 89,096 0 0 89,096 1,596,339

支 払 負 担 金 0 0 0 0 0 0 0 11,440,000 0 0 11,440,000 11,440,000

支 払 会 費 0 0 0 20,000 0 0 20,000 0 0 0 0 20,000

支 払 寄 付 金 0 0 0 156,000 0 0 156,000 0 0 0 0 156,000

図 書 新 聞 費 644,760 0 358,156 0 0 0 1,002,916 0 0 0 0 1,002,916

会 合 費 0 0 0 0 0 0 0 4,539,579 0 0 4,539,579 4,539,579

委 託 費 734,400 4,107,780 0 270,000 0 0 5,112,180 0 0 0 0 5,112,180

28,025,668 28,025,668 　　
役 員 報 酬 1,421,600 1,421,600

給 与 手 当 9,545,817 9,545,817

退 職 給 付 費 用 （収支差額） （執行率） 603,198 603,198

法 定 福 利 費 29年度予算 35,210 - 　 1,819,997 1,819,997

福 利 厚 生 費 29年度実績 36,676 104.2% 401,060 401,060

会 議 費 30年度以降 35,210 - 24,740 24,740

旅 費 交 通 費 682,160 682,160

通 信 運 搬 費 147,798 147,798

減 価 償 却 費 81,099 81,099

消 耗 品 費 158,854 158,854

修 繕 費 95,580 95,580

印 刷 製 本 費 154,181 154,181

光 熱 水 料 費 478,447 478,447

賃 借 料 2,117,319 2,117,319

清 掃 管 理 費 238,032 238,032

諸 謝 金 432,000 432,000

租 税 公 課 106,800 106,800

支 払 負 担 金 4,040,000 4,040,000

支 払 会 費 472,500 472,500

支 払 寄 付 金 550,000 550,000

図 書 新 聞 費 2,009,636 2,009,636

雑 費 2,444,850 2,444,850

6,177,805 5,838,474 478,536 1,051,726 0 24,777,464 38,324,005 17,168,109 0 13,195,926 30,364,035 28,025,668 96,713,708

△ 4,529,815 △ 5,838,474 △ 478,536 △ 1,051,726 0 △ 24,777,464 △ 36,676,015 △ 11,606,571 0 △ 13,195,926 △ 24,802,497 45,238,398 △ 16,240,114

2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 4,529,815 △ 5,838,474 △ 478,536 △ 1,051,726 0 △ 24,777,464 △ 36,676,015 △ 11,606,571 0 △ 13,195,926 △ 24,802,497 45,238,398 △ 16,240,114

300,475,761

284,235,647

0

0

0

284,235,647

公益目的支出計画の状況

総会他
その他事業

Ⅰ一般正味財産増減の部

雑 収 益

防災・安全
福祉事業

経 常 収 益 計

（1）

（2） 経 常 費 用

事 業 費

合計
継続事業・特定寄付

小計

共益・収益等事業

管理業務

正味財産増減計算書（事業別区分経理の内訳表）

(単位：円）

実施事業等会計 その他会計
法人会計

小計
共通 共通人材育成

研修事業
相談・指導
啓発事業

（平成29年４月１日から平成30年３月３１日まで） 一般社団法人　札幌建設業協会

受 取 入 会 金

経 常 増 減 の 部

経 常 収 益

受 取 会 費

受取補助金・助成金

受 取 負 担 金

調査研究
事業

（2）

経 常 外 収 益 計

経 常 外 収 益

経 常 外 費 用

管 理 費

経 常 費 用 計

経 常 外 増 減 の 部

（1）

当 期 経 常 増 減 額

経 常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首 残高

一般正味財産期末 残高

Ⅲ 正 味 財 産 期 末 残 高

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首 残高

指定正味財産期末 残高

Ⅱ指定正味財産増減の部



 

 

 

 

第１号議案 

 

平 成 ２ ９ 年 度 決 算 報 告 に つ い て 

 

＜添付資料＞ 

①貸借対照表 

②正味財産増減計算書（損益計算書） 

③貸借対照表及び正味財産増減計算書（損益計算書）の附属明細書 

   ④参考資料 

     参考１ 収支計算書 

     参考２ 財産目録 

⑤監査報告書 

    

      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



（単位：円）

増減（Ａ）-（Ｂ）

Ⅰ 資産の部

1 流動資産

現金預金 79,558,868 96,105,754 △ 16,546,886

未収金 945,000 0 945,000

流動資産合計 80,503,868 96,105,754 △ 15,601,886

2 固定資産

（１）特定資産

18,690,000 17,761,000 929,000

3,960,000 2,750,000 1,210,000

特定資産合計 22,650,000 20,511,000 2,139,000

（２）その他固定資産

建物 1,754,596 1,810,089 △ 55,493

什器備品 1,282,143 1,307,749 △ 25,606

投資有価証券 145,964,000 145,964,000 0

敷金 55,909,000 55,909,000 0

その他固定資産合計 204,909,739 204,990,838 △ 81,099

固定資産合計 227,559,739 225,501,838 2,057,901

資産合計 308,063,607 321,607,592 △ 13,543,985

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

預り金 1,177,960 620,831 557,129

流動負債合計 1,177,960 620,831 557,129

2 固定負債

退職給付引当金 18,690,000 17,761,000 929,000

役員退任慰労引当金 3,960,000 2,750,000 1,210,000

固定負債合計 22,650,000 20,511,000 2,139,000

負債合計 23,827,960 21,131,831 2,696,129

Ⅲ 正味財産の部

1 指定正味財産 0 0 0

2 一般正味財産 284,235,647 300,475,761 △ 16,240,114

正味財産合計 284,235,647 300,475,761 △ 16,240,114

負債及び正味財産合計 308,063,607 321,607,592 △ 13,543,985

役員退任慰労引当資産

退職給付引当資産

貸　借　対　照　表

平成30年3月31日

当年度（Ａ） 前年度（Ｂ）



x



（単位：円）

当年度（Ａ） 前当年度（B） 増減（Ａ）-（Ｂ）

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部

（１） 経常収益

受取入会金 2,000,000 0 2,000,000

受取会費 58,450,000 57,450,000 1,000,000

受取補助金・助成金 6,209,528 4,460,031 1,749,497

受取負担金 11,850,000 12,170,000 △ 320,000

雑収益 1,964,066 5,152,153 △ 3,188,087

経常収益計 80,473,594 79,232,184 1,241,410

（２） 経常費用

事業費 [ 68,688,040 ] [ 92,197,120 ] [ △ 23,509,080 ]

役員報酬 5,686,400 6,313,600 △ 627,200

給与手当 14,868,055 15,207,458 △ 339,403

退職給付費用 1,535,802 872,950 662,852

法定福利費 3,321,258 3,120,821 200,437

会議費 2,152,606 3,696,352 △ 1,543,746

旅費交通費 1,788,930 2,311,256 △ 522,326

通信運搬費 994,476 1,511,080 △ 516,604

消耗什器備品費 0 55,296 △ 55,296

消耗品費 1,186,090 2,123,202 △ 937,112

印刷製本費 1,935,164 9,106,544 △ 7,171,380

光熱水料費 1,913,820 1,922,960 △ 9,140

賃借料 8,486,297 8,572,620 △ 86,323

清掃管理費 952,128 952,128 0

諸謝金 1,596,339 2,161,727 △ 565,388

支払負担金 11,440,000 11,543,258 △ 103,258

支払会費 20,000 20,000 0

支払寄付金 156,000 6,595,600 △ 6,439,600

図書新聞費 1,002,916 870,610 132,306

会合費 4,539,579 11,783,306 △ 7,243,727

委託費 5,112,180 2,053,932 3,058,248

雑費 0 1,402,420 △ 1,402,420

科　　　　　　目

正味財産増減計算書(損益計算書）

             （平成29年４月１日から平成30年３月３１日まで）



当年度（Ａ） 前年度（B） 増減（Ａ）-（Ｂ）

管理費 [ 28,025,668 ] [ 28,687,700 ] [ △ 662,032 ]

役員報酬 1,421,600 1,578,400 △ 156,800

給与手当 9,545,817 9,763,724 △ 217,907

退職給付費用 603,198 470,050 133,148

法定福利費 1,819,997 1,710,161 109,836

福利厚生費 401,060 132,930 268,130

会議費 24,740 28,794 △ 4,054

旅費交通費 682,160 613,160 69,000

通信運搬費 147,798 181,044 △ 33,246

減価償却費 81,099 89,730 △ 8,631

消耗品費 158,854 311,647 △ 152,793

修繕費 95,580 173,340 △ 77,760

印刷製本費 154,181 286,713 △ 132,532

光熱水料費 478,447 480,734 △ 2,287

賃借料 2,117,319 2,134,299 △ 16,980

清掃管理費 238,032 238,032 0

諸謝金 432,000 432,000 0

租税公課 106,800 109,500 △ 2,700

支払負担金 4,040,000 4,040,000 0

支払会費 472,500 487,300 △ 14,800

支払寄付金 550,000 650,000 △ 100,000

図書新聞費 2,009,636 2,007,986 1,650

雑費 2,444,850 2,768,156 △ 323,306

経常費用計 96,713,708 120,884,820 △ 24,171,112

当期経常増減額 △ 16,240,114 △ 41,652,636 25,412,522

2 経常外増減の部

（１） 経常外収益計 0 0 0

（２） 経常外費用計 0 0 0

0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 16,240,114 △ 41,652,636 25,412,522

一般正味財産期首残高 300,475,761 342,128,397 △ 41,652,636

一般正味財産期末残高 284,235,647 300,475,761 △ 16,240,114

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 284,235,647 300,475,761 △ 16,240,114

当期経常外増減額

科　　　　　　目


	新しいしおり

